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平成２６年度大分市決算に係る健全化判断比率 

及 び 資 金 不 足 比 率 の 審 査 意 見 に つ い て 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項

の規定により審査に付された平成２６年度大分市決算に係る健全化判断比率及

び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したの

で、その結果について次のとおり意見を提出します。 
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平成 26 年度大分市決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

 

第１ 審査の対象 

  平成26年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎と

なる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

  平成 27 年 7 月 29 日から同年 8 月 11 日まで 

 

第３ 審査の方法 

審査に当たっては、市長から審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並

びにその算定の基礎となる事項を記載した書類が、地方公共団体の財政の健全化に

関する法律その他の関係法令（以下「関係法令」という。）に基づき算定され、適正

に作成されているかを確認するとともに、関係職員に説明を求め計数の分析を行い

審査した。 

 

第４ 審査の結果 

  健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書

類は、関係法令に基づき算定され、かつ、適正に作成されており、その比率は早期

健全化基準及び経営健全化基準を超えておらず、いずれも健全性を確保していると

認めた。今後も引き続き財政及び経営の健全性確保に努められたい。 

  健全化判断比率及び資金不足比率の状況は次のとおりである。 

 

１. 健全化判断比率 

                           （ 単位: ％、ポイント） 

健全化判断比率 26 年度 25 年度 対前年度増減 早期健全化基準 

(1) 実 質 赤 字 比 率 － － －    11.25 

(2) 連結実質赤字比率 － － －    16.25 

(3) 実質公債費比率 7.7 8.9 △1.2    25.0 

(4) 将 来 負 担 比 率 55.9 64.8 △8.9    350 .0 

  備 考  １．表中「－」は、当該比率がない（赤字額がない）ことを示す。 

        ２．各指標の説明は別紙のとおりである。 
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  (1) 実質赤字比率について 

 

前年度に引き続き実質赤字額がないため実質赤字比率はなかった。 

 

  (2) 連結実質赤字比率について 

 

前年度に引き続き連結実質赤字額がないため連結実質赤字比率はなかった。 

   

(3) 実質公債費比率について 

 

実質公債費比率は 7.7％で、前年度より 1.2 ポイント向上しており、早期健全化

基準（25％）を下回っていた。 

 

  (4) 将来負担比率について 

 

将来負担比率は 55.9％で、前年度より 8.9 ポイント向上しており、早期健全化基

準（350％）を下回っていた。 

 

 

２．資金不足比率 

                           （ 単位：％、ポイント） 

資金不足比率 26 年度 25 年度 対前年度増減 経営健全化基準 

(1) 水道事業会計 － － － 20  

(2) 公共下水道事業 

会計 
－ － － 20  

(3) 公設地方卸売市場 

事業特別会計 
－ － － 20  

(4) 農業集落排水事業 

特別会計 
－ － － 20  

  備 考  １．表中「－」は、当該比率がない（資金の不足額がない）ことを示す。 

        ２．各指標の説明は別紙のとおりである。 

 

 

   すべての公営企業会計において、前年度に引き続き資金の不足額がないため資金

不足比率はなかった。 
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（別紙） 

健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計等の範囲 

会 計 名 等

 一般会計

 土地取得特別会計

 住宅新築資金等貸付事業特別会計

 母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

 国民健康保険特別会計

 介護保険特別会計

 後期高齢者医療特別会計

 水道事業会計

 公共下水道事業会計

 公設地方卸売市場事業特別会計

 農業集落排水事業特別会計

 由布大分環境衛生組合

 大分県市町村会館管理組合

 大分県後期高齢者医療広域連合

 （一財）大分市高崎山管理公社

 大分県信用保証協会

 大分精算（株）　　                   など

注） １

２

３

区　　分 健 全 化 判 断 比 率 等 の 対 象

一

般

会

計

等

一般会計等
に 属 す る
特 別 会 計

公

営

事

業

会

計

公
営
企
業
会
計

法
適
用

法
非
適
用

一 部 事 務 組 合 ・
広 域 連 合

地 方 公 社 ・
第 三 セ ク タ ー 等

財産区特別会計は健全化判断比率等の算定対象に含まれない。

資金不足比率については、公営企業会計ごとに算定される。

法適用とは、地方公営企業法を全部又は一部適用する公営企業であり、法非適用とは、法適用以外の公営
企業をいう。

実

質

赤

字

比

率

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率
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比

率
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地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率について 

 

(1) 実質赤字比率 

 

①趣 旨  …  一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

 

②算 式  …   実質赤字比率 ＝                       × 100 

 

                  ＝  △3.40％ （算定値） 

 

 

               ⇒  実質赤字比率（赤字額）はない。 

 

 

[実質赤字額]

　ア．実質収支 （単位：千円）

金　　額

3,343,931

土地取得特別会計 0

住宅新築資金等貸付事業特別会計 0

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 0

3,343,931

※ 実質収支が黒字の場合は正数、赤字の場合は負数（△）で表示する。

　イ．実質赤字額

△ 3,343,931実質赤字額

会　　計　　名

一般会計

一般会計等に属
する特別会計

合　　　計

 

  一般会計等の実質赤字額（△3,343,931） 

     標準財政規模      （98,101,897） 
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(2) 連結実質赤字比率 

 

①趣 旨  … 全会計（財産区特別会計を除く。）を対象とした実質赤字額及び資金の不足額の標準

財政規模に対する比率 

 

②算 式  … 連結実質赤字比率 ＝                   × 100   

 

                   ＝  △13.96％ （算定値） 

 

 

                ⇒  連結実質赤字比率（赤字額）はない。 

 

 

[連結実質赤字額]

　ア．実質収支又は資金の不足・剰余額 （単位：千円）

金　　額

3,343,931

国民健康保険特別会計 458,636

介護保険特別会計 5,913

後期高齢者医療特別会計 25,377

水道事業会計 8,377,556

公共下水道事業会計 1,405,514

公設地方卸売市場事業特別会計 86,867

農業集落排水事業特別会計 0

13,703,794

　イ．連結実質赤字額

△ 13,703,794連結実質赤字額

会　　計　　名

一般会計等

合　　　計

公営事業会計

公営企業会計

※ 実質収支が黒字又は資金剰余の場合は正数、実質収支が赤字又は資金不足の
　 場合は負数（△）で表示する。

 

     

   連結実質赤字額（△13,703,794）  

  
標準財政規模   （98,101,897） 
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×100 

 

 

(3) 実質公債費比率 

 

①趣 旨  … 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額

（※）に対する比率 

 

        ※ 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額 

     （将来負担比率において同じ） 

 

②算 式  … 実質公債費比率 ＝ 

（元利償還金 A＋準元利償還金 B）－（特定財源 C＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 D）    
      

標準財政規模 E － （ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 D ） 

 

 ＝                      ×         ×100  

 

 ＝         × 100 ＝   6.57231  

                         

 

 

  (注) 実質公債費比率は、３カ年平均値として算出される。 

 

 

 

 

   ＝   7.7％   ⇒  早期健全化基準（25％）を下回っている。 

 

[実質公債費比率算定内訳] （単位：千円）

金　　額

（Ａ） 20,776,780

（Ｂ） 4,377,561

（Ｃ） 4,534,825

（Ｄ） 15,168,902

（Ｅ） 98,101,897

分子 （Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 5,450,614

分母 Ｅ－Ｄ 82,932,995

標準財政規模

項　　　　　目

特定財源

地方債の元利償還金

準元利償還金

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

 

   26 年度（6.57231）＋25 年度（7.34465）＋24 年度（9.29543）   

                       
 3 

 

･･･平成 26 年度（単年度）実質公債費比率 

  (20,776,780＋4,377,561) － (4,534,825＋15,168,902)  

          
（98,101,897 － 15,168,902） 

  5,450,614  
82,932,995 
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×100 

 

 

(4) 将来負担比率 

 

①趣 旨  … 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額（※）に対

する比率 

 

②算 式  … 将来負担比率 ＝  

  将来負担額 A－(充当可能基金額 B＋特定財源見込額 C＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 D）  

          
  標準財政規模 E－ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 F 

 

 ＝                                       × 100   

                        

 

 ＝         × 100  ＝  55.9％  ⇒   早期健全化基準（350％）を下回っている。 

                

[将来負担比率算定内訳] （単位：千円）

地方債現在高 182,494,210

債務負担行為に基づく支出予定額 6,498,409

公営企業債等繰入見込額 55,761,975

組合負担等見込額 2,233

退職手当負担見込額 25,741,984

設立法人の負債額等負担見込額 913

連結実質赤字額 0

組合連結実質赤字額負担見込額 0

充当可能基金額 （Ｂ） 23,782,219

特定財源見込額 （Ｃ） 40,140,481 224,133,482

地方債現在高等に係る基準財政需
要額算入見込額

（Ｄ） 160,210,782

（Ｅ）

（Ｆ）

分子 Ａ－（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

分母 Ｅ－Ｆ 82,932,995

将来負担額
   （Ａ）

98,101,897

15,168,902

標準財政規模

項　　　　　目

270,499,724

金　　　額

充当可能財源
等

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要
額算入額

46,366,242

 

    270,499,724－（23,782,219＋40,140,481＋160,210,782）   

             
 98,101,897 － 15,168,902 

 

   46,366,242  
82,932,995 
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地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく資金不足比率について 

 

①趣 旨 … 公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率 

 
                  資金の不足額 
②算 式 … 資金不足比率 ＝              × 100 
                  事 業 の 規 模 

 

   ＊資金の不足額 … 一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに 

            算定した額 

 

    ・地方公営企業法適用企業の場合 

      資金の不足額＝（流動負債 A－控除企業債等 B）＋建設改良費等以外の経費の財

源に充てるために起こした地方債の現在高 C－（流動資産 D－控

除財源等 E＋貸倒引当金 F） 

 

    ・地方公営企業法非適用企業の場合 

      資金の不足額＝歳出額 A＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こし

た地方債の現在高 B－（歳入額 C－翌年度に繰り越すべき財源 D） 

 

   ＊事 業 の 規 模 … 料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額 

 

    ・地方公営企業法適用企業の場合 

      事業の規模 ＝ 営業収益の額 G － 受託工事収益の額 H 

 

    ・地方公営企業法非適用企業の場合 

      事業の規模 ＝ 営業収益に相当する収入額E － 受託工事収益に相当する収入額F 
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[水道事業会計] …地方公営企業法適用企業 

 

資金不足比率 ＝                 × 100   

 

             ＝  △85.4％ （算定値） 

 

            ⇒  資金不足比率（資金の不足額）はない。 

ア．資金の不足額 （単位：千円）

流動負債
Ａ

控除企業債等

Ｂ
算入地方債の

現在高　　Ｃ
流動資産

Ｄ
控除財源等

Ｅ
貸倒引当金

Ｆ
資金の不足額

(A－B)＋C－(D－E＋F)

4,305,338 2,743,857 0 9,796,147 0 142,890 △ 8,377,556

イ．事業の規模 （単位：千円）

受託工事収益の額
Ｈ

営業収益の額
Ｇ

09,801,587

事業の規模
Ｇ－Ｈ

9,801,587

 

 

 

[公共下水道事業会計] …地方公営企業法適用企業 

 

資金不足比率 ＝                 × 100   

 

             ＝  △20.1％  （算定値） 

 

            ⇒  資金不足比率（資金の不足額）はない。 

ア．資金の不足額 （単位：千円）

流動負債
Ａ

控除企業債等

Ｂ
算入地方債の

現在高　　Ｃ
流動資産

Ｄ
控除財源等

Ｅ
貸倒引当金

Ｆ
資金の不足額

(A－B)＋C－(D－E＋F)

7,537,536 5,931,589 0 2,998,984 0 12,477 △ 1,405,514

イ．事業の規模 （単位：千円）

受託工事収益の額
Ｈ

営業収益の額
Ｇ

06,963,544

事業の規模
Ｇ－Ｈ

6,963,544

   資金の不足額（△8,377,556）  

 
事 業 の 規 模  （9,801,587） 

 

   資金の不足額（△1,405,514）  

 
事 業 の 規 模  （6,963,544） 
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[公設地方卸売市場事業特別会計] …地方公営企業法非適用企業 

 

資金不足比率 ＝                × 100   

 

             ＝  △33.9％ （算定値） 

     

            ⇒  資金不足比率（資金の不足額）はない。 

ア．資金の不足額 （単位：千円）

歳出額
Ａ

算入地方債の
現在高　　Ｂ

歳入額
Ｃ

翌年度に繰り越
すべき財源　Ｄ

資金の不足額
Ａ＋Ｂ－(Ｃ－Ｄ)

316,888 0 403,755 0 △ 86,867

イ．事業の規模 （単位：千円）

事業の規模
Ｅ－Ｆ

255,965

受託工事収益に相当する
収入の額            Ｆ

営業収益に相当する
収入の額        Ｅ

0255,965
 

 

 

 

[農業集落排水事業特別会計] …地方公営企業法非適用企業 

 

資金不足比率 ＝               × 100   

 

             ＝    0％  （算定値） 

 

            ⇒  資金不足比率（資金の不足額）はない。 

ア．資金の不足額 （単位：千円）

歳出額
Ａ

算入地方債の
現在高　　Ｂ

歳入額
Ｃ

翌年度に繰り越
すべき財源　Ｄ

資金の不足額
Ａ＋Ｂ－(Ｃ－Ｄ)

137,148 0 137,148 0 0

イ．事業の規模 （単位：千円）

事業の規模
Ｅ－Ｆ

30,144

受託工事収益に相当する
収入の額            Ｆ

営業収益に相当する
収入の額        Ｅ

030,144
 

   資金の不足額（△86,867）  

 
事 業 の 規 模 （255,965） 

 

  資金の不足額   （0）     
 事 業 の 規 模（30,144） 

 


